
○ 食品衛生法（昭和二十二年法律第二百三十三号） 

（傍線部分は改正部分） 

改 正 案 現   行 

第二十一条 （略） 

２ 前項の場合において、都道府県知事

は、その営業の施設が前条の規定による

基準に合うと認めるときは、許可をしな

ければならない。ただし、同条に規定す

る営業を営もうとする者が次の各号のい

ずれかに該当するときは、同項の許可を

与えないことができる。 

一 （略） 

二 第二十三条又は第二十四条の規定に

より許可を取り消され、その取消しの日

から起算して二年を経過しない者 

三 （略） 

３ （略） 

第二十一条の三  営業者は、次の各号に

掲げる場合には、当該食品、添加物、器

具又は容器包装に起因する食品衛生上の

危害の発生を防止するため、直ちに、厚

生労働省令で定 めるところにより、その

旨を厚生労働大臣又は都道府県知事に報

告するとともに、当該危害を受けるおそ

れのある者に対し必要な情報を提供する

ことその他の必 要な処置をとらなけれ

ばならない。ただし、当該食品、添加物、

器具又は容器包装に起因する食品衛生上

の危害が発生するおそれがないときは、

この限りでな い。 

一 その販売した食品又は添加物が、第

四条各号に掲げる食品又は添加物に該当

第二十一条 （略） 

２ 前項の場合において、都道府県知事

は、その営業の施設が前条の規定による

基準に合うと認めるときは、許可をしな

ければならない。ただし、同条に規定す

る営業を営もうとする者が次の各号のい

ずれかに該当するときは、同項の許可を

与えないことができる。 

一 （略） 

二 第二十二条から第二十四条までの規

定により許可を取り消され、その取消し

の日から起算して二年を経過しない者 

三 （略） 

３ （略） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  



することを知つたとき。 

二 その食品として販売した物が、第四

条の二の規定により食品として販売する

ことを禁止された物に該当することを知

つたとき。 

三 その食品として販売し、又は食品と

して販売の用に供するために、加工し、

使用し、若しくは調理した獣畜の肉、 骨、

乳、臓器若しくは血液又は家きんの肉、

骨若しくは臓器（以下この号において「獣

畜及び家きんの肉等」という。）が、第

五条第一項の規定により販売等が 禁止

された獣畜及び家きんの肉等に該当する

ことを知つたとき。 

四 その販売した添加物又はこれを含む

製剤若しくは食品が、第六条の規定によ

り販売が禁止された添加物又はこれを含

む製剤若しくは食品に該当することを知

つたとき。 

五 その販売した食品又は添加物が、第

七条第一項の規定により定められた基準

に合わない方法による食品若しくは添加

物又は同項の規定により定められた規格

に合わない食品若しくは添加物に該当す

ることを知つたとき。 

六 その販売し、又は営業上使用した器

具又は容器包装が、第九条に規定する器

具又は容器包装に該当することを知つた

とき。 

七 その販売し、又は営業上使用した器

具又は容器包装が、第十条第一項の規定

により定められた規格に合わない器具又

は容器包装に該当することを知つたと

き。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



八 その使用した原材料が、第十条第一

項の規定により定められた規格に合わな

い原材料に該当することを知つたとき。 

九 その製造した器具又は容器包装が、

第十条第一項の規定により定められた基

準に合わない方法による器具又は容器包

装に該当することを知つたとき。 

十 食品、添加物、器具又は容器包装に

関して行つた表示又は広告が、第十二条

の規定により禁止された表示又は広告に

該当することを知つたとき。 

第二十二条 厚生労働大臣又は都道府県

知事は、営業者が第四条、第五条、第六

条、第七条第二項、第九条、第十条第二

項又は第十二条の規定に違反した場合に

おいては、営業者若しくは当該官吏吏員

にその食品、添加物、器具若しくは容器

包装を廃棄させ、その食品、添加物、器

具若しくは容器包装に起因する食品衛生

上の危害を受けるおそれのある者に対し

当該危害の発生を防止するために必要な

情報を提供させ、又はその他営業者に対

し食品衛生上の危害を除去するために必

要な処置をとることを命ずることができ

る。 

第二十二条の二  営業者は、その販売

し、又は営業上使用した食品、添加物、

器具又は容器包装に起因する人の生命又

は身体に重大な影響を及ぼす食品衛生上

の危害が発生する 急迫した危険がある

ことを知つたとき（第二十一条の三各号

に掲げる場合を除く。）は、当該危害の

発生を防止するため、直ちに、厚生労働

省令で定めるところ により、その旨を厚

生労働大臣又は都道府県知事に報告する

とともに、当該危害を受けるおそれのあ

  

  

  

  

  

  

第二十二条 厚生労働大臣又は都道府県

知事は、営業者が第四条、第五条、第六

条、第七条第二項、第九条、第十条第二

項又は第十二条の規定に違反した場合に

おいては、営 業者若しくは当該官吏吏員

にその食品、添加物、器具若しくは容器

包装を廃棄させ、又はその他営業者に対

し食品衛生上の危害を除去するために必

要な処置をと ることを命ずることがで

きる。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



る者に対し必要な情報を提供することそ

の他の必要な処置を とらなければなら

ない。 

第二十二条の三 厚生労働大臣又は都道

府県知事は、食品、添加物、器具又は容

器包装に起因する人の生命又は身体に 

重大な影響を及ぼす食品衛生上の危害が

発生し、又は発生する急迫した危険があ

る場合において、当該危害の拡大を防止

するため特に必要があると認めるとき 

は、必要な限度において、当該食品、添

加物、器具又は容器包装を販売し、又は

営業上使用した者に対し、その販売し、

又は営業上使用した食品、添加物、器具 

又は容器包装に起因する食品衛生上の危

害を受けるおそれのある者に対し当該危

害の発生を防止するために必要な情報を

提供すること、その販売した食品、添加 

物、器具又は容器包装の回収を図ること

その他当該危害の拡大を防止するために

必要な応急の処置をとることを命ずるこ

とができる。 

第二十九条 １・２ （略） 

３ 第八条から第十条まで、第十四条第一

項、第十七条から第十九条まで、第二十

条及び第二十一条の三から第二十四条ま

での規定は、営業以外の場合で寄宿舎、

学校、病院等の施設において継続的に不

特定又は多数の者に食品を供与する場合

に、これを準用する。 

第二十九条の五 第十四条第一項（第二十

九条第一項及び第三項において準用する

場合を含む。）、第十五条第一項（第二

十九条第一項において準用する場合を含

む。）、第十七 条第一項（第二十九条第

一項及び第三項において準用する場合を

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

第二十九条 １・２ （略） 

３ 第八条から第十条まで、第十四条第一

項、第十七条から第十九条まで、第二十

条及び第二十二条から第二十四条までの

規定は、営業以外の場合で寄宿舎、学校、

病院等の施設において継続的に不特定又

は多数の者に食品を供与する場合に、こ

れを準用する。 

第二十九条の五 第十四条第一項（第二十

九条第一項及び第三項において準用する

場合を含む。）、第十五条第一項（第二

十九条第一項において準用する場合を含

む。）、第十七 条第一項（第二十九条第

一項及び第三項において準用する場合を

含む。以下同じ。）、第十九条第二項（第

二十条に規定する営業（飲食店営業その

他販売の営業 であつて、政令で定めるも

のに限る。）の許可に付随する監視又は

指導に係る部分を除くものとし、第二十

九条第一項及び第三項において準用する



含む。以下同じ。）、第十九条第二項（第

二十条に規定する営業（飲食店営業その

他販売の営業 であつて、政令で定めるも

のに限る。）の許可に付随する監視又は

指導に係る部分を除くものとし、第二十

九条第一項及び第三項において準用する

場合を含む。 以下同じ。）、第二十一条

の三から第二十二条の三まで（これらの

規定を第二十九条第一項及び第三項にお

いて準用する場合を含む。以下同 じ。）、

第二十七条（第二十九条第一項において

準用する場合を含む。）及び第二十八条

第一項（第二十九条第一項において準用

する場合を含む。以下同じ。） の規定に

より都道府県が処理することとされてい

る事務は、第一号法定受託事務とする。 

２ 第十七条第一項、第十九条第二項、第

二十一条の三から第二十二条の三まで、

第二十七条第一項及び第二項（第二十九

条第一項において準用する場合を含む。）

並びに第二十八条第一項の規定により保

健所を設置する市又は特別区が処理する

こととされている事務は、第一号法定受

託事務とする。 

第三十条 第四条（第二十九条第一項及び

第二項において準用する場合を含む。）、

第五条第一項若しくは第六条（第二十九

条第一項において準用する場合を含む。）

の規定に違反し、又は第四条の二の規定

による禁止に違反した者は、これを三年

以下の懲役又は二百万円以下の罰金に処

する。 

２ （略） 

第三十条の二 次の各号の一に該当する

者は、一年以下の懲役又は百万円以下の

罰金に処する。 

場合を含む。 以下同じ。）、第二十二条

（第二十九条第一項及び第三項において

準用する場合を含む。以下同じ。）、第

二十七条（第二十九条第一項において 準

用する場合を含む。）及び第二十八条第

一項（第二十九条第一項において準用す

る場合を含む。以下同じ。）の規定によ

り都道府県が処理することとされてい 

る事務は、第一号法定受託事務とする。 

２ 第十七条第一項、第十九条第二項、第

二十二条、第二十七条第一項及び第二項

（第二十九条第一項において準用する場

合を含む。）並びに第二十八条第一項の

規定により保健所を設置する市又は特別

区が処理することとされている事務は、

第一号法定受託事務とする。 

第三十条 第四条（第二十九条第一項及び

第二項において準用する場合を含む。）、

第五条第一項若しくは第六条（第二十九

条第一項において準用する場合を含む。）

の規定に違反し、又は第四条の二の規定

による禁止に違反した者は、これを三年

以下の懲役又は二十万円以下の罰金に処

する。 

２ （略） 

第三十条の二 第七条第二項（第二十九条

第一項及び第二項において準用する場合

を含む。）、第九条（第二十九条第一項

及び第三項において準用する場合を含

む。）又は第二 十一条第一項（第二十九

条第一項において準用する場合を含む。）

の規定に違反した者は、一年以下の懲役

又は十万円以下の罰金に処する。 

  



一 第七条第二項（第二十九条第一項及

び第二項において準用する場合を含

む。）、第九条（第二十九条第一項及び

第三項において準用する場合を含む。）

又は第二十一条第一項（第二十九条第一

項において準用する場合を含む。）の規

定に違反した者 

二 第二十二条又は第二十二条の三（こ

れらの規定を第二十九条第一項及び第三

項において準用する場合を含む。）の規

定による厚生労働大臣又は都道府県知事

（第二十九条の二の規定により読み替え

られる場合は、市長又は区長）の命令に

従わない営業者 

三 第二十三条（第二十九条第一項及び

第三項において準用する場合を含む。）

若しくは第二十四条（第二十九条第一 項

及び第三項において準用する場合を含

む。以下同じ。）の規定による処分に違

反して営業を行つた者又は第二十四条の

規定による厚生労働大臣又は都道府県知 

事（第二十九条の二の規定により読み替

えられる場合は、市長又は区長）の命令

に従わない営業者 

２ （略） 

第三十条の三 第十九条の十三の規定に

よる業務の停止の命令に違反した場合に

は、その違反行為をした指定検査機関の

役員又は職員は、一年以下の懲役又は百

万円以下の罰金に処する。 

第三十一条 次の各号の一に該当する者

は、これを六箇月以下の懲役又は三十万

円以下の罰金に処する。 

一・二 （略） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

２ （略） 

第三十条の三 第十九条の十三の規定に

よる業務の停止の命令に違反した場合に

は、その違反行為をした指定検査機関の

役員又は職員は、一年以下の懲役又は十

万円以下の罰金に処する。 

第三十一条 次の各号の一に該当する者

は、これを六箇月以下の懲役又は三万円

以下の罰金に処する。 

一・二 （略） 

三 第二十二条若しくは第二十四条（第二

十九条第一項及び第三項において準用す

る場合を含む。以下同じ。）の規定によ

る厚生労働大臣又は都道府県知事（第二

十 九条の二の規定により読み替えられ

る場合は、市長又は区長）の命令に従わ

ない営業者（同項に規定する食品を供与

する者を含む。）又は第二十三条（第二

十九 条第一項及び第三項において準用

する場合を含む。）若しくは第二十四条



（削る） 

  

  

  

  

  

第三十二条 次の各号の一に該当する者

は、これを三十万円以下の罰金に処する。

一 第十七条第一項の規定による当該官

吏吏員の臨検検査又は収去を拒み、妨げ、

又は忌避した者 

二 第十七条第一項、第二十一条の三又は

第二十二条の二の規定による報告をせ

ず、又は虚偽の報告をした者 

三 第十六条又は第十九条の十七第六項

（それぞれ第二十九条第一項において準

用する場合を含む。）の規定による届出

をせず、又は虚偽の届出をした者 

第三十二条の二 次の各号の一に掲げる

違反があつた場合には、その違反行為を

した指定検査機関の役員又は職員は、三

十万円以下の罰金に処する。 

一_四 （略） 

第三十三条 法人の代表者又は法人若し

くは人の代理人、使用人その他の従業者

が、その法人又は人の業務に関し、次の

各号に掲げる規定の違反行為をしたとき

は、行為者を罰する外、その法人に対し

て当該各号に定める罰金刑を、その人に

対して各本条の罰金刑を科する。ただし、

の規定による処分に違反して営業を行つ

た者 

第三十二条 左の各号の一に該当する者

は、これを三万円以下の罰金に処する。 

一 第十七条第一項の規定による当該官

吏吏員の臨検検査又は収去を拒み、妨げ、

又は忌避した者 

二 第十七条第一項の規定による報告を

せず、又は虚偽の報告をした者 

三 第十六条又は第十九条の十七第六項

（それぞれ第二十九条第一項において準

用する場合を含む。）の規定による届出

をせず、又は虚偽の届出をした者 

第三十二条の二 次の各号の一に掲げる

違反があつた場合には、その違反行為を

した指定検査機関の役員又は職員は、三

万円以下の罰金に処する。 

一_四 （略） 

第三十三条 法人の代表者又は法人若し

くは人の代理人、使用人その他の従業者

が、その法人又は人の業務に関し、第三

十条、第三十条の二、第三十一条又は第

三十二条の違反行為をしたときは、行為

者を罰する外、その法人又は人に対して

も、各本条の罰金刑を科する。ただし、

その人が食品衛生管理者として、前条の

規定により罰金刑を科せられるべきとき

は、その人については、この限りでない。

  

  

  



その人が食品衛生管理者として、前条の

規定により罰金刑を科せられるべきとき

は、その人については、この限りでない。

一 第三十条又は第三十条の二（第二号

に係る部分に限る。） 一億円以下の罰

金刑 

二 第三十条の二（第二号に係る部分を

除く。）、第三十一条又は第三十二条 各

本条の罰金刑 

  

  

○ 消防法（昭和二十三年法律第百八十六号） 

（傍線部分は改正部分） 

改 正 案 現   行 

第 二十一条の十一の二 検定対象機械

器具等の販売を業とする者又は検定対象

機械器具等のうち消防の用に供する機械

器具若しくは設備の設置、変更若しくは

修理 の請負に係る工事を業とする者は、

その販売した検定対象機械器具等又はそ

の設置、変更若しくは修理の請負に係る

工事に使用した検定対象機械器具等のう

ち消 防の用に供する機械器具若しくは

設備が第二十一条の二第二項に規定する

技術上の規格に適合しないことを知つた

ときは、これにより火災の予防若しくは

警戒、 消火又は人命の救助等のために支

障が生じないよう必要な措置をとらなけ

ればならない。 

第二十一条の十二 総務大臣は、第二十一

条の九第一項（第二十一条の十一第三項

又は第四項において準用する場合を含

  

  

  

  

  

  

  

  

第二十一条の十二 総務大臣は、第二十一

条の九第一項（前条第三項又は第四項に

おいて準用する場合を含む。以下この条

において同じ。）の規定による表示が付

されている検定対象機械器具等で第二十



む。以下この条において同じ。）の規定

による表示が付されている検定対象機械

器具等で第二十一条の十（第二十一条の

十一第三項又 は第四項において準用す

る場合を含む。）の規定によりその個別

検定の合格の効力が失われたもの又は消

防の用に供する機械器具等で第二十一条

の九第一項の規 定によらないで同項の

表示が付されているもの若しくは同項の

表示と紛らわしい表示が付されているも

ののうち、消防の用に供する機械器具等

の販売を業とする 者又は消防の用に供

する機械器具若しくは設備の設置、変更

若しくは修理の請負に係る工事を業とす

る者（以下「販売業者等」という。）の

事務所、事業所又は 倉庫にあるものにつ

いて、その職員に当該表示を除去させ、

又はこれに消印を付させることができ

る。 

第 二十一条の十六の四の二 第二十一

条の十一の二の規定は、自主表示対象機

械器具等の販売を業とする者又は自主表

示対象機械器具等のうち消防の用に供す

る機 械器具若しくは設備の設置、変更若

しくは修理の請負に係る工事を業とする

者について準用する。この場合において、

同条中「第二十一条の二第二項」とある

の は、「第二十一条の十六の三第一項」

と読み替えるものとする。 

一条の十（前条第三項又 は第四項におい

て準用する場合を含む。）の規定により

その個別検定の合格の効力が失われたも

の又は消防の用に供する機械器具等で第

二十一条の九第一項の規 定によらない

で同項の表示が付されているもの若しく

は同項の表示と紛らわしい表示が付され

ているもののうち、消防の用に供する機

械器具等の販売を業とする 者又は消防

の用に供する機械器具若しくは設備の設

置、変更若しくは修理の請負に係る工事

を業とする者（以下「販売業者等」とい

う。）の事務所、事業所又は 倉庫にある

ものについて、その職員に当該表示を除

去させ、又はこれに消印を付させること

ができる。 

  

○ 毒物及び劇物取締法（昭和二十五年法律第三百三号） 

（傍線部分は改正部分） 

改 正 案 現   行 

第十三条の二 （略） 第十三条の二 （略） 



２ 毒物劇物営 業者は、その販売し、又

は授与した前項に規定する毒物又は劇物

について、同項の基準に適合しないこと

を知つたときは、これによる保健衛生上

の危害の発生を 防止するため、当該危害

を受けるおそれのある者に対し必要な情

報を提供することその他の必要な措置を

講じなければならない。 

 （罰則） 

第二十四条 次の各号のいずれかに該当

する者は、三年以下の懲役若しくは二百

万円以下の罰金に処し、又はこれを併科

する。 

一・二 （略） 

三 第十三条、第十三条の二第一項又は第

十五条第一項の規定に違反した者 

四_六 （略） 

  

  

  

  

 （罰則） 

第二十四条 次の各号のいずれかに該当

する者は、三年以下の懲役若しくは二百

万円以下の罰金に処し、又はこれを併科

する。 

一・二 （略） 

三 第十三条、第十三条の二又は第十五条

第一項の規定に違反した者 

四_六 （略） 

  

○ 高圧ガス保安法（昭和二十六年法律第二百四号） 

（傍線部分は改正部分） 

改 正 案 現   行 

 （災害防止措置等） 

第四十九条の二 十四の二 第四十九条

の二十一第一項の承認を受けた登録容器

等製造業者は、その製造した当該承認に

係る型式の容器又は附属品が、第四十四

条第四項又は第四 十九条の二第四項の

規格に適合しないことを知つた場合にお

いて、当該容器又は当該附属品の装置さ

れた容器に充てんした高圧ガスによる災

害が発生するおそれ があるときは、当該

  

  

  

  

  

  



災害の発生を防止するため、直ちに、経

済産業省令で定めるところにより、その

旨を経済産業大臣又は都道府県知事に報

告するとともに、当 該災害により被害を

受けるおそれのある者に対し必要な情報

を提供することその他の必要な措置をと

らなければならない。 

 （災害防止命令） 

第四十九条の三十 経済産業大臣又は都

道府県知事は、第四十九条の二十一第一

項の承認を受けた登録容器等製造業者が

当該承認に係る容器又は附属品（第四十

九条の二十四第一項 ただし書の適用を

受けて製造したものを除く。）であつて、

容器にあつては第四十四条第四項の規格

に、附属品にあつては第四十九条の二第

四項の規格に適合し ないものを製造し

たことにより、当該容器又は当該附属品

の装置された容器に充てんした高圧ガス

による災害が発生するおそれがあると認

める場合において、当 該災害の拡大を防

止するため特に必要があると認めるとき

は、当該容器又は当該附属品を製造した

登録容器等製造業者に対し、その製造し

た容器又はその製造した附属品の装置さ

れた容器に充てんした高圧ガスによる災

害により被害を受けるおそれのある者に

対し当該災害の発生を防止するために必

要な情報を提供すること、その製造した

容器又は附属品の回収を図ることその他

当該容器又は当該附属品の装置された容

器に充てんした高圧ガスによる災害の拡

大を防止するため必要な措置をとるべき

ことを命ずることができる。 

 （外国登録容器等製造業者に係る容器等の型

式の承認等） 

  

  

  

  

 （災害防止命令） 

第四十九条の三十 経済産業大臣又は都

道府県知事は、第四十九条の二十一第一

項の承認を受けた登録容器等製造業者が

当該承認に係る容器又は附属品（第四十

九条の二十四第一項 ただし書の適用を

受けて製造したものを除く。）であつて、

容器にあつては第四十四条第四項の規格

に、附属品にあつては第四十九条の二第

四項の規格に適合し ないものを製造し

たことにより、当該容器又は当該附属品

の装置された容器に充てんした高圧ガス

による災害が発生するおそれがあると認

める場合において、当 該災害の拡大を防

止するため特に必要があると認めるとき

は、当該容器又は当該附属品を製造した

登録容器等製造業者に対し、その製造し

た容器又は附属品の回 収を図ることそ

の他当該容器又は当該附属品の装置され

た容器に充てんした高圧ガスによる災害

の拡大を防止するため必要な措置をとる

べきことを命ずることが できる。 

  

  

 （外国登録容器等製造業者に係る容器等の型

式の承認等） 

第四十九条の三十三 （略） 

２ 第四十九条の二十一第二項及び第三



第四十九条の三十三 （略） 

２ 第四十九条の二十一第二項及び第三

項、第四十九条の二十二並びに第四十九

条の二十八の規定は前項の承認に、第四

十九条の二十四、第四十九条の二十五、

第四十九条の二十六及 び第四十九条の

三十の規定は前項の承認を受けた者に準

用する。この場合において、第四十九条

の二十二第二号中「第四十九条の五第一

項」とあるのは「第四十 九条の三十一第

一項」と、第四十九条の二十四第一項中

「当該承認に係る型式の容器又は附属

品」とあるのは「当該承認に係る型式の

容器又は附属品であつて本 邦に輸出さ

れるもの」と、第四十九条の二十五第一

項及び第二項中「登録容器製造業者」と

あるのは「外国登録容器製造業者」と、

「当該承認に係る型式の容 器」とあるの

は「当該承認に係る型式の容器であつて

本邦に輸出されるもの」と、同条第三項

中「登録附属品製造業者」とあるのは「外

国登録附属品製造業者」 と、「当該承認

に係る型式の附属品」とあるのは「当該

承認に係る型式の附属品であつて本邦に

輸出されるもの」と、第四十九条の二十

六中「容器又は附属品」 とあるのは「本

邦に輸出される容器又は附属品」と、「期

間を定めて」とあるのは「期間を定めて

本邦に輸出される容器又は附属品に」と、

第四十九条の三十中 「命ずる」とあるの

は「請求する」と読み替えるものとする。

 （準用） 

第四十九条の三 十四の二 第四十九条

の二十四の二の規定は、第四十九条の三

十三第一項の承認を受けた外国登録容器

等製造業者が製造した当該承認に係る型

式の容器又は附属 品を輸入した者に準

項、第四十九条の二十二並びに第四十九

条の二十八の規定は前項の承認に、第四

十九条の二十四から第四十九条の二十六

まで及 び第四十九条の三十の規定は前

項の承認を受けた者に準用する。この場

合において、第四十九条の二十二第二号

中「第四十九条の五第一項」とあるのは

「第四十 九条の三十一第一項」と、第四

十九条の二十四第一項中「当該承認に係

る型式の容器又は附属品」とあるのは「当

該承認に係る型式の容器又は附属品であ

つて本 邦に輸出されるもの」と、第四十

九条の二十五第一項及び第二項中「登録

容器製造業者」とあるのは「外国登録容

器製造業者」と、「当該承認に係る型式

の容 器」とあるのは「当該承認に係る型

式の容器であつて本邦に輸出されるも

の」と、同条第三項中「登録附属品製造

業者」とあるのは「外国登録附属品製造

業者」 と、「当該承認に係る型式の附属

品」とあるのは「当該承認に係る型式の

附属品であつて本邦に輸出されるもの」

と、第四十九条の二十六中「容器又は附

属品」 とあるのは「本邦に輸出される容

器又は附属品」と、「期間を定めて」と

あるのは「期間を定めて本邦に輸出され

る容器又は附属品に」と、第四十九条の

三十中 「命ずる」とあるのは「請求する」

と読み替えるものとする。 

  

  

  

  

  



用する。この場合において、第四十九条

の二十四の二中「製造した」とあるのは、

「輸入した」と読み替えるものとする。 

 （災害防止命令） 

第四十九条の三十五 経済産業大臣又は

都道府県知事は、第四十九条の三十三第

一項の承認を受けた外国登録容器等製造

業者が同項の承認に係る容器又は附属品

（同条第二項において 準用する第四十

九条の二十四第一項ただし書の適用を受

けて製造したものを除く。）であつて、

容器にあつては第四十四条第四項の規格

に、附属品にあつては第 四十九条の二第

四項の規格に適合しないものを製造した

ことにより、当該容器又は当該附属品の

装置された容器に充てんした高圧ガスに

よる災害が発生するおそ れがあると認

める場合において、当該災害の拡大を防

止するため特に必要があると認めるとき

は、当該容器又は当該附属品を輸入した

者に対し、その輸入した容器又はその輸

入した附属品の装置された容器に充てん

した高圧ガスによる災害により被害を受

けるおそれのある者に対し当該災害の発

生を防止するために必要な情報を提供す

ること、その輸入した当該容器又は当該

附属品の回収を図ることその他当該容器

又は当該附属品の装置された容器に充て

んした高圧ガスによる災害の拡大を防止

するため必要な措置をとるべきことを命

ずることができる。 

第八十三条 次の各号の一に該当する者

は、三十万円以下の罰金に処する。 

一_四の四 （略） 

四の四の二 第四十九条の二十四の二

（第四十九条の三十四の二において準用

 （災害防止命令） 

第四十九条の三十五 経済産業大臣又は

都道府県知事は、第四十九条の三十三第

一項の承認を受けた外国登録容器等製造

業者が同項の承認に係る容器又は附属品

（同条第二項において 準用する第四十

九条の二十四第一項ただし書の適用を受

けて製造したものを除く。）であつて、

容器にあつては第四十四条第四項の規格

に、附属品にあつては第 四十九条の二第

四項の規格に適合しないものを製造した

ことにより、当該容器又は当該附属品の

装置された容器に充てんした高圧ガスに

よる災害が発生するおそ れがあると認

める場合において、当該災害の拡大を防

止するため特に必要があると認めるとき

は、当該容器又は当該附属品を輸入した

者に対し、その輸入した当 該容器又は当

該附属品の回収を図ることその他当該容

器又は当該附属品の装置された容器に充

てんした高圧ガスによる災害の拡大を防

止するため必要な措置をと るべきこと

を命ずることができる。 

  

  

第八十三条 次の各号の一に該当する者

は、三十万円以下の罰金に処する。 

一_四の四 （略） 

  

  

四の五_五 （略） 

六 第六十一条第一項又は第六十三条第



する場合を含む。）、第六十一条第一項

又は第六十三条第二項の規定による報告

をせず、又は虚偽の報告をした者 

四の五_五 （略） 

六 削除 

七 （略） 

二項の規定による報告をせず、又は虚偽

の報告をした者 

七 （略） 

  

○ 薬事法（昭和三十五年法律第百四十五号） 

（傍線部分は改正部分） 

改 正 案 現   行 

 （立入検査等） 

第六十九条 厚生労働大臣又は都道府県

知事は、医薬品、医薬部外品、化粧品若

しくは医療用具の製造業者、輸入販売業

者若しくは国内管理人又は第七十七条の

五第四項の委 託を受けた者（以下この項

において「製造業者等」という。）が、

第十三条第二項若しくは第十三条の二第

二項（これらの規定を第十八条第二項（第

二十三条に おいて準用する場合を含

む。）及び第二十三条において準用する

場合を含む。）、第十五条から第十七条

まで若しくは第十九条（これらの規定を

第二十三条にお いて準用する場合を含

む。）、第十九条の五、第二十条の二、

第二十一条（第二十三条において準用す

る場合を含む。）、第四十六条第一項若

しくは第三項、第 五十八条、第七十七条

の三第一項、第七十七条の四第一項、第

七十七条の四の二から第七十七条の四の

五まで若しくは第七十七条の五第一項若

し くは第三項から第六項までの規定又

 （立入検査等） 

第六十九条 厚生労働大臣又は都道府県

知事は、医薬品、医薬部外品、化粧品若

しくは医療用具の製造業者、輸入販売業

者若しくは国内管理人又は第七十七条の

五第四項の委 託を受けた者（以下この項

において「製造業者等」という。）が、

第十三条第二項若しくは第十三条の二第

二項（これらの規定を第十八条第二項（第

二十三条に おいて準用する場合を含

む。）及び第二十三条において準用する

場合を含む。）、第十五条から第十七条

まで若しくは第十九条（これらの規定を

第二十三条にお いて準用する場合を含

む。）、第十九条の五、第二十条の二、

第二十一条（第二十三条において準用す

る場合を含む。）、第四十六条第一項若

しくは第三項、第 五十八条、第七十七条

の三第一項、第七十七条の四第一項、第

七十七条の四の二、第七十七条の四の三

若しくは第七十七条の五第一項若しくは

第 三項から第六項までの規定又は第七



は第七十一条、第七十二条第一項、第七

十二条の三、第七十三条若しくは第七十

五条第一項に基づく命令若しくは第七十

七条 の四第二項に基づく指示を遵守し

ているかどうかを確かめるために必要が

あると認めるときは、当該製造業者等に

対して、厚生労働省令で定めるところに

より必 要な報告をさせ、又は当該職員

に、工場、事務所その他当該製造業者等

が医薬品、医薬部外品、化粧品若しくは

医療用具を業務上取り扱う場所に立ち入

り、その 構造設備若しくは帳簿書類その

他の物件を検査させ、若しくは従業員そ

の他の関係者に質問させることができ

る。 

２ 都道府県知事（卸売一般販売業以外の

一般販売業又は特例販売業にあつては、

その店舗の所在地が保健所を設置する市

又は特別区の区域にある場合において

は、市長又は区長。第七十条第一項、第

七十二条第二項、第七十二条の二、第七

十三条、第七十五条第一項、第七十六条、

第七十七条の四の二及 び第八十一条の

二において同じ。）は、薬局開設者、医

薬品の販売業者又は第三十九条第一項の

医療用具の販売業者若しくは賃貸業者

（以下この項において「販 売業者等」と

いう。）が、第六条（第二十六条第二項

において準用する場合を含む。）、第八

条から第九条の二まで（これらの規定を

第二十七条において準用す る場合を含

む。）、第十条（第三十八条及び第四十

条において準用する場合を含む。）、第

十一条（第三十八条において準用する場

合を含む。）、第二十六条第 三項、第二

十八条第三項、第二十九条、第三十条第

二項第一号、第三十一条から第三十四条

まで、第三十六条、第三十七条、第三十

九条第二項、第三十九条の 二、第四十五

十一条、第七十二条第一項、第七十二条

の三、第七十三条若しくは第七十五条第

一項に基づく命令若しくは第七十七条の

四第 二項に基づく指示を遵守している

かどうかを確かめるために必要があると

認めるときは、当該製造業者等に対して、

厚生労働省令で定めるところにより必要

な報 告をさせ、又は当該職員に、工場、

事務所その他当該製造業者等が医薬品、

医薬部外品、化粧品若しくは医療用具を

業務上取り扱う場所に立ち入り、その構

造設 備若しくは帳簿書類その他の物件

を検査させ、若しくは従業員その他の関

係者に質問させることができる。 

２ 都道府県知事（卸売一般販売業以外の

一般販売業又は特例販売業にあつては、

その店舗の所在地が保健所を設置する市

又は特別区の区域にある場合において

は、 市長又は区長。第七十条第一項、第

七十二条第二項、第七十二条の二、第七

十三条、第七十五条第一項、第七十六条

及び第八十一条の二において同じ。）は、

薬 局開設者、医薬品の販売業者又は第三

十九条第一項の医療用具の販売業者若し

くは賃貸業者（以下この項において「販

売業者等」という。）が、第六条（第二

十 六条第二項において準用する場合を

含む。）、第八条から第九条の二まで（こ

れらの規定を第二十七条において準用す

る場合を含む。）、第十条（第三十八条

及 び第四十条において準用する場合を

含む。）、第十一条（第三十八条におい

て準用する場合を含む。）、第二十六条

第三項、第二十八条第三項、第二十九条、

第 三十条第二項第一号、第三十一条から

第三十四条まで、第三十六条、第三十七

条、第三十九条第二項、第三十九条の二、

第四十五条、第四十六条第一項若しくは 

第四項、第四十九条、第七十七条の三若



条、第四十六条第一項若しくは第四項、

第四十九条、第七十七条の三、第七十七

条の四の二若しくは第七十七条の五第三

項、第五項 若しくは第六項の規定又は第

七十二条第二項、第七十二条の二、第七

十三条、第七十四条若しくは第七十五条

第一項に基づく命令を遵守しているかど

うかを確か めるために必要があると認

めるときは、当該販売業者等に対して、

厚生労働省令で定めるところにより必要

な報告をさせ、又は当該職員に、薬局、

店舗、事務所 その他当該販売業者等が医

薬品又は医療用具を業務上取り扱う場所

に立ち入り、その構造設備若しくは帳簿

書類その他の物件を検査させ、若しくは

従業員その他 の関係者に質問させるこ

とができる。 

３_６ （略） 

 （緊急命令） 

第六十九条の二 厚生労働大臣は、医薬

品、医薬部外品、化粧品若しくは医療用

具による保健衛生上の危害の発生又は拡

大を防止するため必要があると認めると

きは、医薬品、医 薬部外品、化粧品若し

くは医療用具の製造業者、輸入販売業者

若しくは販売業者、医療用具の賃貸業者、

国内管理人、第七十七条の五第四項の委

託を受けた者又 は薬局開設者に対して、

医薬品、医薬部外品、化粧品若しくは医

療用具の販売若しくは授与又は医療用具

の賃貸を一時停止すること、当該医薬品、

医薬部外品、化粧品若しくは医療用具に

よる保健衛生上の危害を受けるおそれの

ある者に対し当該保健衛生上の危害の発

生又は拡大を防止するために必要な情報

を提供することその他保健衛生上の危害

の発生又は拡大を防止するための応急の

しくは第七十七条の五第三項、第五項若

しくは第六項の規定又は第七十二条第二

項、第七十二条の二、第七十三条、第七 十

四条若しくは第七十五条第一項に基づく

命令を遵守しているかどうかを確かめる

ために必要があると認めるときは、当該

販売業者等に対して、厚生労働省令で 定

めるところにより必要な報告をさせ、又

は当該職員に、薬局、店舗、事務所その

他当該販売業者等が医薬品又は医療用具

を業務上取り扱う場所に立ち入り、そ の

構造設備若しくは帳簿書類その他の物件

を検査させ、若しくは従業員その他の関

係者に質問させることができる。 

３_６ （略） 

 （緊急命令） 

第六十九条の二 厚生労働大臣は、医薬

品、医薬部外品、化粧品若しくは医療用

具による保健衛生上の危害の発生又は拡

大を防止するため必要があると認めると

きは、医薬品、医 薬部外品、化粧品若し

くは医療用具の製造業者、輸入販売業者

若しくは販売業者、医療用具の賃貸業者、

国内管理人、第七十七条の五第四項の委

託を受けた者又 は薬局開設者に対して、

医薬品、医薬部外品、化粧品若しくは医

療用具の販売若しくは授与又は医療用具

の賃貸を一時停止することその他保健衛

生上の危害の発 生又は拡大を防止する

ための応急の措置を採るべきことを命ず

ることができる。 

  

  

 （廃棄等） 



措置を採るべきことを命ずることができ

る。 

 （廃棄等） 

第七十条 厚生労働大臣又は都道府県知

事は、医薬品、医薬部外品、化粧品又は

医療用具を業務上取り扱う者に対して、

第四十三条第一項の規定に違反して貯蔵

され、若し くは陳列されている医薬品、

同項の規定に違反して販売され、若しく

は授与された医薬品、同条第二項の規定

に違反して貯蔵され、若しくは陳列され

ている医療 用具、同項の規定に違反して

販売され、賃貸され、若しくは授与され

た医療用具、第四十四条第三項、第五十

五条（第六十条、第六十二条及び第六十

四条におい て準用する場合を含む。）、

第五十六条（第六十条及び第六十二条に

おいて準用する場合を含む。）、第五十

七条第二項（第六十条及び第六十二条に

おいて準用 する場合を含む。）若しくは

第六十五条に規定する医薬品、医薬部外

品、化粧品若しくは医療用具、第七十四

条の二第一項（第七十五条の二第二項に

おいて準用 する場合を含む。）の規定に

より製造又は輸入の承認を取り消された

医薬品、医薬部外品、化粧品若しくは医

療用具又は不良な原料若しくは材料につ

いて、廃 棄、回収、これらの医薬品、医

薬部外品、化粧品、医療用具又は不良な

原料若しくは材料による公衆衛生上の危

険による被害を受けるおそれのある者に

対する当該被害の発生を防止するために

必要な情報の提供その他公衆衛生上の危

険の発生を防止するに足りる措置を採る

べきことを命ずることができる。 

２ 厚生労働大臣、都道府県知事、保健所

を設置する市の市長又は特別区の区長

第七十条 厚生労働大臣又は都道府県知

事は、医薬品、医薬部外品、化粧品又は

医療用具を業務上取り扱う者に対して、

第四十三条第一項の規定に違反して貯蔵

され、若し くは陳列されている医薬品、

同項の規定に違反して販売され、若しく

は授与された医薬品、同条第二項の規定

に違反して貯蔵され、若しくは陳列され

ている医療 用具、同項の規定に違反して

販売され、賃貸され、若しくは授与され

た医療用具、第四十四条第三項、第五十

五条（第六十条、第六十二条及び第六十

四条におい て準用する場合を含む。）、

第五十六条（第六十条及び第六十二条に

おいて準用する場合を含む。）、第五十

七条第二項（第六十条及び第六十二条に

おいて準用 する場合を含む。）若しくは

第六十五条に規定する医薬品、医薬部外

品、化粧品若しくは医療用具、第七十四

条の二第一項（第七十五条の二第二項に

おいて準用 する場合を含む。）の規定に

より製造又は輸入の承認を取り消された

医薬品、医薬部外品、化粧品若しくは医

療用具又は不良な原料若しくは材料につ

いて、廃 棄、回収その他公衆衛生上の危

険の発生を防止するに足りる措置を採る

べきことを命ずることができる。 

  

  

２ 厚生労働大臣、都道府県知事、保健所

を設置する市の市長又は特別区の区長

は、前項の規定による命令を受けた者が

その命令に従わないとき、又は緊急の必

要が あるときは、当該職員に、同項に規

定する物を廃棄させ、若しくは回収させ、

又はその他の必要な処分をさせることが



は、前項の規定による命令を受けた者が

その命令に従わないとき、又は緊急の必

要があるときは、当該職員に、同項に規

定する物を廃棄させ、若しくは回収させ、

当該物による公衆衛生上の危険による被

害を受けるおそれのある者に対し当該被

害の発生を防止するために必要な情報を

提供させ、又はその他の必要な処分をさ

せることができる。 

３ （略） 

 （危害防止措置等） 

第七十七条の四 の二 医薬品、医薬部外

品、化粧品又は医療用具を業務上取り扱

う者は、次の各号に掲げる場合には、当

該医薬品、医薬部外品、化粧品又は医療

用具による公衆 衛生上の危険の発生を

防止するため、直ちに、その旨を厚生労

働大臣又は都道府県知事に報告するとと

もに、当該医薬品、医薬部外品、化粧品

又は医療用具によ り危害を受けるおそ

れのある者に対し必要な情報を提供する

ことその他の必要な措置を採らなければ

ならない。ただし、当該医薬品、医薬部

外品、化粧品又は医 療用具による公衆衛

生上の危険が発生するおそれがないとき

は、この限りでない。 

一 その販売し、授与し、又は販売若し

くは授与の目的で陳列した医薬品が、第

四十三条第一項の規定により販売し、授

与し、又は販売若しくは授与の目的で陳

列することが禁止されている医薬品に該

当することを知つたとき。 

二 その販売し、賃貸し、授与し、又は

販売、賃貸若しくは授与の目的で陳列し

た医療用具が、第四十三条第二項の規定

により販売し、賃貸し、授与し、又は販

できる。 

  

３ （略） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



売、賃貸若しくは授与の目的で陳列する

ことが禁止されている医療用具に該当す

ることを知つたとき。 

三 その販売し、又は授与した医薬品が、

第四十四条第三項に規定する毒薬又は劇

薬に該当することを知つたとき。 

四 その販売 し、授与し、又は販売若し

くは授与の目的で陳列した医薬品、医薬

部外品又は化粧品が、第五十五条、第五

十六条又は第五十七条第二項（これらの

規定を第六十 条及び第六十二条におい

て準用する場合を含む。）に規定する医

薬品、医薬部外品又は化粧品に該当する

ことを知つたとき。 

五 その販売し、賃貸し、授与し、又は

販売、賃貸若しくは授与の目的で陳列し

た医療用具が、第六十四条において準用

する第五十五条又は第六十五条に規定す

る医療用具に該当することを知つたと

き。 

六 その製造し、又は輸入した医薬品、

医薬部外品、化粧品又は医療用具が、第

七十四条の二第一項（第七十五条の二第

二項において準用する場合を含む。）の

規定により製造又は輸入の承認を取り消

された医薬品、医薬部外品、化粧品又は

医療用具に該当することを知つたとき。 

 （緊急措置等） 

第七十七条の四 の三 医薬品、医薬部外

品、化粧品又は医療用具の製造業者又は

輸入販売業者は、その製造し、又は輸入

した医薬品、医薬部外品、化粧品又は医

療用具による重 大な保健衛生上の危害

が発生する急迫した危険があることを知

つたとき（前条各号に掲げる場合を除

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



く。）は、当該医薬品、医薬部外品、化

粧品又は医療用具に よる重大な保健衛

生上の危害を防止するため、直ちに、厚

生労働省令で定めるところにより、その

旨を厚生労働大臣に報告するとともに、

医師、歯科医師、薬剤 師その他の医薬関

係者又は当該医薬品、医薬部外品、化粧

品若しくは医療用具により危害を受ける

おそれのある者に対し必要な情報を提供

することその他の必要 な措置を採らな

ければならない。 

 （副作用等の報告） 

第七十七条の四の四 （略） 

 （回収の報告） 

第七十七条の四の五 （略） 

 （事務の区分） 

第八十一条の三 第二十条第一項及び第

二項（これらの規定を第二十三条におい

て準用する場合を含む。）、同条第三項、

第六十九条第一項及び第三項、第七十条

第一項及び第二項、第七十一条、第七十

二条第一項並びに第七十七条の四の二の

規定により都道府県、保健所を設置する

市又は特別区が処理することとされてい

る事務は、地方自治法（昭和二十二年法

律第六十七号）第二条第九項第一号に規

定する第一号法定受託事務とする。 

第八十七条 次の各号のいずれかに該当

する者は、三十万円以下の罰金に処する。

 一_十 （略） 

十の二 第七十七条の四の二の規定によ

る報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

  

  

  

  

  

 （副作用等の報告） 

第七十七条の四の二 （略） 

 （回収の報告） 

第七十七条の四の三 （略） 

 （事務の区分） 

第八十一条の三 第二十条第一項及び第

二項（これらの規定を第二十三条におい

て準用する場合を含む。）、同条第三項、

第六十九条第一項及び第三項、第七十条

第一項及び第二項、第七十一条並びに第

七十二条第一項の規定により都道府県、

保健所を設置する市又は特別区が処理す

ることとされている事務は、地方自治法

（昭和二十二年法律第六十七号）第二条

第九項第一号に規定する第一号法定受託

事務とする。 

第八十七条 次の各号のいずれかに該当

する者は、三十万円以下の罰金に処する。

 一_十 （略） 

  

  

  



十の三 第七十七条の四の三の規定によ

る報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

十一_十四 （略） 

２ （略） 

第八十九条 法人の代表者又は法人若し

くは人の代理人、使用人その他の従業者

が、その法人又は人の業務に関して、次

の各号に掲げる規定の違反行為をしたと

きは、行為者を罰するほか、その法人に

対して当該各号に定める罰金刑を、その

人に対して各本条の罰金刑を科する。 

一 第八十四条（第十二号及び第十三号

に係る部分に限る。） 一億円以下の罰

金刑 

二 第八十四条（第十二号及び第十三号

に係る部分を除く。）、第八十五条、第

八十六条第一項、第八十七条又は第八十

八条 各本条の罰金刑 

十一_十四 （略） 

２ （略） 

第八十九条 法人の代表者又は法人若し

くは人の代理人、使用人その他の従業者

が、その法人又は人の業務に関して、第

八十四条、第八十五条、第八十六条第一

項、第八十七条又は第八十八条の違反行

為をしたときは、行為者を罰するほか、

その法人又は人に対しても、各本条の罰

金刑を科する。 

  

○ 電気用品安全法（昭和三十六年法律第二百三十四号） 

（傍線部分は改正部分） 

改 正 案 現   行 

目次 

第一章_第五章 

（略） 

第五章の二 危険等

防止の措置及び命令

（第四十二条の四の

二_第四十二条の七）

目次 

第一章_第五章 （略） 

第五章の二 危険等防止命令（第四十二

条の五） 

第六章・第七章 （略） 



第六章・第七章 （略） 

附則 

   第五章の二 危険等防止の措置及

び命令 

 （危険等防止措置等） 

第四十二条の四 の二 電気用品の製造、

輸入又は販売の事業を行う者は、その販

売した電気用品が、技術基準に適合しな

いことを知つた場合において、当該電気

用品による危険 又は障害が発生するお

それがあるときは、当該電気用品による

危険又は障害の発生を防止するため、直

ちに、経済産業省令で定めるところによ

り、その旨を経済 産業大臣に報告すると

ともに、当該電気用品の使用に伴い発生

する危害を受けるおそれのある者に対し

必要な情報を提供することその他の必要

な措置をとらなけ ればならない。 

２ 前項の規定は、同項に規定する者が

第二十七条第二項各号に掲げる場合に該

当するときは、適用しない。 

 （危険等防止命令） 

第四十二条の五 経済産業大臣は、次の各

号に掲げる事由により危険又は障害が発

生するおそれがあると認める場合におい

て、当該危険又は障害の拡大を防止する

ため特に必要があると認めるときは、当

該各号に規定する者に対し、当該電気用

品の使用に伴い発生する危害を受けるお

それのある者に対し当該電気用品による

危険又は障害の発生を防止するために必

要な情報を提供すること、販売した当該

電気用品の回収を図ることその他当該電

気用品による危険及び障害の拡大を防止

附則 

   第五章の二 危険等防止命令 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 （危険等防止命令） 

第四十二条の五 経済産業大臣は、次の各

号に掲げる事由により危険又は障害が発

生するおそれがあると認める場合におい

て、当該危険又は障害の拡大を防止する

ため特に必要が あると認めるときは、当

該各号に規定する者に対し、販売した当

該電気用品の回収を図ることその他当該

電気用品による危険及び障害の拡大を防

止するために必 要な措置をとるべきこ

とを命ずることができる。 

  

  

一・二 （略） 



するために必要な措置をとるべきことを

命ずることができる。 

一・二 （略） 

 （緊急措置等） 

第四十二条の六  電気用品の製造又は

輸入の事業を行う者は、その製造し、又

は輸入した電気用品の欠陥により人の生

命又は身体について重大な危害が発生す

る急迫した危険が あることを知つたと

き（第四十二条の四の二に規定する場合

を除く。）は、当該危害の発生を防止す

るため、直ちに、経済産業省令で定める

ところにより、その 旨を経済産業大臣に

報告するとともに、当該電気用品の使用

に伴い発生する危害を受けるおそれのあ

る者に対し必要な情報を提供することそ

の他の必要な措置を とらなければなら

ない。 

 （緊急命令） 

第四十二条の七  経済産業大臣は、電気

用品の欠陥により人の生命又は身体につ

いて重大な危害が発生し、又は発生する

急迫した危険がある場合において、当該

危害の拡大を防 止するため特に必要が

あると認めるときは、必要な限度におい

て、当該電気用品の製造又は輸入の事業

を行う者に対し、その製造し、又は輸入

した当該電気用品 の使用に伴い発生す

る危害を受けるおそれのある者に対し当

該危害の発生を防止するために必要な情

報を提供すること、その製造し、又は輸

入した当該電気用品 の回収を図ること

その他当該電気用品による人の生命又は

身体に対する重大な危害の拡大を防止す

るために必要な応急の措置をとるべきこ

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

第五十七条 次の各号の一に該当する者

は、一年以下の懲役若しくは百万円以下

の罰金に処し、又はこれを併科する。 

一_五 （略） 



とを命ずることができ る。 

第五十七条 次の各号の一に該当する者

は、一年以下の懲役若しくは百万円以下

の罰金に処し、又はこれを併科する。 

一_五 （略） 

六 第四十二条の五又は第四十二条の七

の規定による命令に違反した者 

第五十八条 次の各号の一に該当する者

は、三十万円以下の罰金に処する。 

 一_五 （略） 

六 第四十二条の四の二第一項、第四十二

条の六又は第四十五条第一項若しくは第

二項の規定による報告をせず、又は虚偽

の報告をした者 

七・八 （略） 

六 第四十二条の五の規定による命令に

違反した者 

第五十八条 次の各号の一に該当する者

は、三十万円以下の罰金に処する。 

 一_五 （略） 

六 第四十五条第一項又は第二項の規定

による報告をせず、又は虚偽の報告をし

た者 

七・八 （略） 

  

○ 消費生活用製品安全法（昭和四十八年法律第三十一号） 

（傍線部分は改正部分） 

改 正 案 現   行 

目次 

 第一章 （略） 

 第二章 （略） 

  第一節_第四節 （略） 

  第五節 危害防止の措置及び命令（第

三十条の二_第八十条） 

 第三章 雑則（第八十一条_第九十六条

目次 

 第一章 （略） 

 第二章 （略） 

  第一節_第四節 （略） 

  第五節 危害防止命令（第三十一条_

第八十一条） 

 第三章 雑則（第八十二条_第九十六条



の二） 

 第四章 （略） 

 附則 

    第五節 危害防止の措置及び命

令 

 （危害防止措置等） 

第三十条の二  特定製品の製造、輸入又

は販売の事業を行う者は、その販売した

特定製品が、技術基準に適合しないこと

を知つた場合において、当該特定製品に

より一般消費者 の生命又は身体につい

て危害が発生するおそれがあるときは、

当該特定製品による危害の発生を防止す

るため、直ちに、主務省令で定めるとこ

ろにより、その旨 を主務大臣に報告する

とともに、当該特定製品により危害を受

けるおそれのある者に対し必要な情報を

提供することその他の必要な措置をとら

なければならな い。 

２ 前項の規定は、同項に規定する者が

第四条第二項各号に掲げる場合に該当す

るときは、適用しない。 

 （危害防止命令） 

第三十一条 主務大臣は、次の各号に掲げ

る事由により一般消費者の生命又は身体

について危害が発生するおそれがあると

認める場合において、当該危害の拡大を

防止するため特に必要があると認めると

きは、当該各号に規定する者に対し、当

該危害を受けるおそれのある者に対し当

該危害の発生を防止するために必要な情

報を提供すること、販売した当該特定製

品の回収を図ることその他当該特定製品

の二） 

 第四章 （略） 

 附則 

    第五節 危害防止命令 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 （危害防止命令） 

第三十一条 主務大臣は、次の各号に掲げ

る事由により一般消費者の生命又は身体

について危害が発生するおそれがあると

認める場合において、当該危害の拡大を

防止するた め特に必要があると認める

ときは、当該各号に規定する者に対し、

販売した当該特定製品の回収を図ること

その他当該特定製品による一般消費者の

生命又は身体 に対する危害の拡大を防

止するために必要な措置をとるべきこと

を命ずることができる。 



による一般消費者の生命又は身体に対す

る危害の拡大を防止するために必要な措

置をとるべきことを命ずることができ

る。 

一・二 （略） 

第三十二条から第八十条まで 削除 

   第三章 雑則 

 （緊急措置等） 

第八十一条 消 費生活用製品の製造又

は輸入の事業を行う者は、その製造し、

又は輸入した消費生活用製品の欠陥によ

り一般消費者の生命又は身体について重

大な危害が発生す る急迫した危険があ

ることを知つたとき（第三十条の二に規

定する場合並びに政令で定める場合を除

く。）は、当該消費生活用製品による重

大な危害の発生を防 止するため、直ち

に、主務省令で定めるところにより、そ

の旨を主務大臣に報告するとともに、当

該消費生活用製品により危害を受けるお

それのある者に対し必 要な情報を提供

することその他の必要な措置をとらなけ

ればならない。 

 （緊急命令） 

第八十二条 主務大臣は、消費生活用製品

の欠陥により一般消費者の生命又は身体

について重大な危害が発生し、又は発生

する急迫した危険がある場合において、

当該危害の 拡大を防止するため特に必

要があると認めるときは、政令で定める

場合を除き、必要な限度において、その

製品の製造又は輸入の事業を行う者に対

し、その製造又は輸入に係るその製品に

より危害を受けるおそれのある者に対し

一・二 （略） 

第三十二条から第八十一条まで 削除 

   第三章 雑則 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 （緊急命令） 

第八十二条 主務大臣は、消費生活用製品

の欠陥により一般消費者の生命又は身体

について重大な危害が発生し、又は発生

する急迫した危険がある場合において、

当該危害の 拡大を防止するため特に必

要があると認めるときは、政令で定める

場合を除き、必要な限度において、その

製品の製造又は輸入の事業を行う者に対

し、その製造 又は輸入に係るその製品の

回収を図ることその他その製品による一

般消費者の生命又は身体に対する重大な

危害の拡大を防止するために必要な応急

の措置をとる べきことを命ずることが

できる。 

  



当該危害の発生を防止するために必要な

情報を提供すること、その製造又は輸入

に係るその製品の回収を図ることその他

その製品による一般消費者の生命又は身

体に対する重大な危害の拡大を防止する

ために必要な応急の措置をとるべきこと

を命ずることができる。 

 （主務大臣及び主務省令） 

第九十五条 この法律における主務大臣は、次

のとおりとする。 

一・二 （略） 

三 第四条第二項（第三号を除く。）の規

定による届出の受理及び承認、第二章第

二節の規定による特定製品に係る届出の

受理、同章第三節の規定による認定検査

機関の認定、同章第四節の規定による承

認検査機関の承認、第三十条の二及び第

八十一条の規定による報告、 第三十一条

及び第八十二条の規定による命令、第八

十三条の規定による報告の徴収、第八十

四条第一項及び第二項の規定による立入

検査、第九十二条の申請並び に第九十三

条の規定による申出に関する事項につい

ては、政令で定めるところにより、当該

製品の製造、輸入又は販売の事業を所管

する大臣 

２ （略） 

第九十八条 次の各号の一に該当する者

は、三十万円以下の罰金に処する。 

一_五 （略） 

六 第三十条の二第一項、第八十一条又は

第八十三条の規定による報告をせず、又

 （主務大臣及び主務省令） 

第九十五条 この法律における主務大臣は、次

のとおりとする。 

一・二 （略） 

三 第四条第二項（第三号を除く。）の規

定による届出の受理及び承認、第二章第

二節の規定による特定製品に係る届出の

受理、同章第三節の規定による認定検査

機 関の認定、同章第四節の規定による承

認検査機関の承認、第三十一条及び第八

十二条の規定による命令、第八十三条の

規定による報告の徴収、第八十四条第一

項 及び第二項の規定による立入検査、第

九十二条の申請並びに第九十三条の規定

による申出に関する事項については、政

令で定めるところにより、当該製品の製 

造、輸入又は販売の事業を所管する大臣 

２ （略） 

第九十八条 次の各号の一に該当する者

は、三十万円以下の罰金に処する。 

一_五 （略） 

六 第八十三条の規定による報告をせず、

又は虚偽の報告をした者 

七・八 （略） 



は虚偽の報告をした者 

七・八 （略） 

  

○ 有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律（昭和四十八年法律第百十二号） 

（傍線部分は改正部分） 

改 正 案 現   行 

 （事業者の措置等） 

第五条の二 第 四条第一項又は第二項

の規定により基準が定められた家庭用品

の製造、輸入又は販売の事業を行う者は、

その販売し、又は授与した家庭用品がそ

の基準に適合し ないことを知つた場合

において、当該家庭用品を販売し、又は

授与したことにより人の健康に係る被害

が生ずるおそれがあるときは、当該被害

の発生を防止する ため、直ちに、厚生労

働省令で定めるところにより、その旨を

厚生労働大臣又は都道府県知事（保健所

を設置する市又は特別区にあつては、市

長又は区長とす る。以下同じ。）に報告

するとともに、当該被害を受けるおそれ

のある者に対し必要な情報を提供するこ

とその他の必要な措置をとらなければな

らない。 

２ 家庭用品の 製造又は輸入の事業を

行う者は、その製造又は輸入に係る家庭

用品に含有される物質に起因する人の健

康に係る重大な被害が発生する急迫した

危険があることを 知つたとき（前項に規

定する場合を除く。）は、当該被害の発

生を防止するため、直ちに、厚生労働省

令で定めるところにより、その旨を厚生

労働大臣又は都道 府県知事に報告する

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



とともに、当該被害を受けるおそれのあ

る者に対し必要な情報を提供することそ

の他の必要な措置をとらなければならな

い。 

 （回収命令等） 

第六条 厚生労働大臣又は都道府県知事

は、第四条第一項又は第二項の規定によ

り基準が定められた家庭用品の製造、輸

入又は販売の事業を行う者がその基準に

適合しな い家庭用品を販売し、又は授与

したことにより人の健康に係る被害が生

ずるおそれがあると認める場合におい

て、当該被害の発生を防止するため特に

必要がある と認めるときは、その者に対

し、当該被害を受けるおそれのある者に

対し当該被害の発生を防止するために必

要な情報を提供すること、当該家庭用品

の回収を図ることその他当該被害の発生

を防止するために必要な措置をとるべき

ことを命ずることができる。 

２ 厚生労働大臣又は都道府県知事は、家

庭用品によるものと認められる人の健康

に係る重大な被害が生じた場合におい

て、当該被害の態様等からみて当該家庭

用品 に当該被害と関連を有すると認め

られる人の健康に係る被害を生ずるおそ

れがある物質が含まれている疑いがある

ときは、当該被害の拡大を防止するため

必要な 限度において、当該家庭用品の製

造又は輸入の事業を行う者に対し、当該

被害を受けるおそれのある者に対し当該

被害の発生を防止するために必要な情報

を提供すること、当該家庭用品の回収を

図ることその他当該被害の拡大を防止す

るために必要な応急の措置をとるべきこ

とを命ずることができる。 

  

  

 （回収命令等） 

第六条 厚生労働大臣又は都道府県知事

（保健所を設置する市又は特別区にあつ

ては、市長又は区長とする。以下この条

及び次条において同じ。）は、 第四条第

一項又は第二項の規定により基準が定め

られた家庭用品の製造、輸入又は販売の

事業を行う者がその基準に適合しない家

庭用品を販売し、又は授与した ことによ

り人の健康に係る被害が生ずるおそれが

あると認める場合において、当該被害の

発生を防止するため特に必要があると認

めるときは、その者に対し、当 該家庭用

品の回収を図ることその他当該被害の発

生を防止するために必要な措置をとるべ

きことを命ずることができる。 

２ 厚生労働大臣又は都道府県知事は、家

庭用品によるものと認められる人の健康

に係る重大な被害が生じた場合におい

て、当該被害の態様等からみて当該家庭

用品 に当該被害と関連を有すると認め

られる人の健康に係る被害を生ずるおそ

れがある物質が含まれている疑いがある

ときは、当該被害の拡大を防止するため

必要な 限度において、当該家庭用品の製

造又は輸入の事業を行なう者に対し、当

該家庭用品の回収を図ることその他当該

被害の拡大を防止するために必要な応急

の措置をとるべきことを命ずることがで

きる。 

  

 （事務の区分） 



 （事務の区分） 

第八条 第五条の二、第六条及び前条第一

項の規定により都道府県、保健所を設置

する市又は特別区が処理することとされ

ている事務は、地方自治法（昭和二十二

年法律第六十七号）第二条第九項第一号

に規定する第一号法定受託事務とする。 

 （罰則） 

第十条 次の各号のいずれかに該当する

者は、一年以下の懲役又は百万円以下の

罰金に処する。 

一・二 （略） 

第十一条 第五条の二又は第七条第一項

の規定による報告をせず、若しくは虚偽

の報告をし、同項の規定による検査若し

くは収去を拒み、妨げ、若しくは忌避し、

又は同項の規定による質問に対して答弁

をせず、若しくは虚偽の答弁をした者は、

三十万円以下の罰金に処する。 

第十二条 法人の代表者又は法人若しく

は人の代理人、使用人その他の従業者が、

その法人又は人の業務に関し、次の各号

に掲げる規定の違反行為をしたときは、

行為者を罰するほか、その法人に対して

当該各号に定める刑を、その人に対して

各本条の罰金刑を科する。 

一 第十条 一億円以下の罰金刑 

二 前条 同条の刑 

第八条 第六条及び前条第一項の規定に

より都道府県、保健所を設置する市又は

特別区が処理することとされている事務

は、地方自治法（昭和二十二年法律第六

十七号）第二条第九項第一号に規定する

第一号法定受託事務とする。 

 （罰則） 

第十条 次の各号のいずれかに該当する

者は、一年以下の懲役又は三十万円以下

の罰金に処する。 

一・二 （略） 

第十一条 第七条第一項の規定による報

告をせず、若しくは虚偽の報告をし、同

項の規定による検査若しくは収去を拒

み、妨げ、若しくは忌避し、又は同項の

規定による質問に対して答弁をせず、若

しくは虚偽の答弁をした者は、五万円以

下の罰金に処する。 

第十二条 法人の代表者又は法人若しく

は人の代理人、使用人その他の従業者が、

その法人又は人の業務に関し、前二条の

違反行為をしたときは、行為者を罰する

ほか、その法人又は人に対して各本条の

罰金刑を科する。 

 


